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（注）監査役　田巻　　および　田　紘一の２氏は、�
　　「株式会社の監査等に関する商法の特例に関す�
　　　る法律」第１８条第１項に定める要件を満たす監�
　　　査役です。�

当社は、平成１２年４月から社内カンパニー制を採用するとともに、執行役員制を導入しております。コーポレート（本社）�
および各社内カンパニーの執行役員は次のとおりです。�

取締役および監査役（平成12年9月30日現在）�

執行役員（平成12年9月30日現在）�

「コーポレート」�
�

「ＮＥＣソリューションズ」� 「ＮＥＣネットワークス」�

「ＮＥＣエレクトロンデバイス」�

代表取締役会長 �

代表取締役社長 �

代表取締役副社長�

代表取締役副社長�

取 締 役 専 務 �

取 締 役 専 務 �

取 締 役 専 務 �

取 締 役 専 務 �

取 締 役 常 務 �

取 締 役 常 務 �

取 締 役 常 務 �

取 締 役 常 務 �

取 締 役 常 務 �

取 締 役 常 務 �

取 締 役 常 務 �

取 締 役 常 務 �

佐々木　　　　元�
西　垣　　浩　司�
千　葉　　正　人�
杉　山　　峯　夫
吉　川　　英　一 �
松　本　　滋　夫�
杉　原　　瀚　司�
金　杉　　明　信�
大　森　　義　夫�
嘉　納　　和　彦�
馬　場　　征　彦�
篠　原　　　　巌�
戸　坂　　　　馨�
石　黒　　辰　雄�
斉　藤　　紀　雄�
矢　野　　　　薫�

森　川　　敏　雄�
坂　入　　達　雄�
小　野　　敏　夫�
田　巻　　　　�
　　田　　紘　一�

代表取締役会長 

代表取締役社長 �

代表取締役副社長

取 締 役 専 務 �

取 締 役 専 務 �

取 締 役 常 務 �

取 締 役 常 務 �

取 締 役 常 務 �

取 締 役 常 務 �

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

カンパニー社長 �

カンパニー副社長 �

カンパニー副社長 �

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

カンパニー社長�

カンパニー副社長�

カンパニー副社長 �

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

カンパニー社長�

カンパニー副社長�

カンパニー副社長�

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 常 務 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

�

佐々木　　　　元�
西　垣　　浩　司�
千　葉　　正　人�
吉　川　　英　一 �
松　本　　滋　夫�
大　森　　義　夫�
嘉　納　　和　彦�
石　黒　　辰　雄�
矢　野　　　　薫�
三　輪　　昌　勝�
丸　山　　　　誠�
中　市　　　　聰�
鈴　木　　俊　一�
寺　西　　英　機
　�

金　杉　　明　信 �
戸　坂　　　　馨�
斉　藤　　紀　雄�
水　口　　達　也�
大　塚　　孝　一�
川　村　　敏　郎�
小　林　　一　彦�
土　居　　征　夫�
海　東　　　　泰�
鈴　木　　泰　次�
　　橋　　利　彦�
富　田　　克　一�
加　藤　　興太郎�
皆　元　　輝　征�
高久田　　　　博�
吉　本　　陸　郎�
池　原　　憲　二�
津　田　　芳　明�
鹿　島　　浩之助�

杉　山　　峯　夫�
馬　場　　征　彦�
篠　原　　　　巌�
林　　　　宏　美�
藤　江　　一　正�
湊　　　　　　淳�
木　原　　英　晃�
奥　山　　紘　史�
日比野　　雅　夫�
木　内　　和　宣�
竹　中　　俊　幸�
久保田　　兼　弘�
中　村　　　　勉 

杉　原　　瀚　司�
松　江　　繁　樹�
島　倉　　啓　一�
稲　積　　紀　樹�
山　本　　恭　二�
川　口　　恒　夫�
秋　山　　晴　夫�
井　上　　紘一郎�
坂　田　　真　人�
中　村　　俊　夫�
貴　志　　禎　之�

取　　締　　役�

監 査 役（常 勤） �

監 査 役（常 勤） �

監 査 役（常 勤） �

監　　査　　役�

�
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代表取締役社長�

株主のみなさまへ�

平成１２年度上半期の経営概況�
　世界経済は、総じて拡大基調が続きましたが、
米国においては金利引き上げによる消費減速感が
一部に見られ、また欧州ではユーロ安や原油価格
上昇によりインフレ懸念が顕在化しました。国内
景気は、これまで景気を下支えしてきた公共投資
に代わって、個人消費および企業による設備投資
が徐々に好転し、弱いながらも自律的回復基調と
なりました。�
　国内のエレクトロニクス業界においては、イン
ターネットの普及が進み、パソコンや携帯電話機、
デジタル家電の需要が増加しました。また、電子
デバイスも、アジア向け輸出の増加などにより好
調に推移しました。�
�
事業構造改革、戦略的提携の推進�
　このような事業環境の中で、ＮＥＣは、グルー
プ全体の企業価値向上を目指し、関係会社を含め
た事業の強化、効率化に努めました。具体的には、
日通工（株）と当社との間で重複していたキーテレ
ホンおよびＰＯＳ（販売時点情報管理端末）事業の
統合や、コンピュータ関連販売・サービス子会社
5社の統合再編準備を進めました。また、通信機
器の製造・販売子会社であるNECアメリカ社と
NEC・ド・ブラジル社では、「モノ作り」を製造
受託専門会社にアウトソーシング（外部委託）す
るとともに、システム・インテグレーション事業
の強化に努めました。さらにソフトウェア開発子
会社であるNECソフト（株）の株式上場を行いまし
た。�
　一方、製品開発のスピードアップや世界市場で
の競争力強化を目的として、積極的に他社との提�

はじめに�
 　当社は本年４月から、経営改革の一環として、
経営と執行の分離を目的とした執行役員制および
社内カンパニー制を導入し、市場の変化、スピー
ドにあわせた迅速な意思決定ができる体制を整備
するとともに、株主のみなさまのご期待に応える
べく業績の向上に努めてまいりました。�
　ここに、平成１２年度上半期（平成１２年４月１
日から平成１２年９月３０日まで）の経営状況につ
いてご報告するとともに、今後の経営戦略につい
てご説明申しあげます。�



　会社の概況�（平成12年9月30日現在）�
�
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■会社の概要�
●社　　　名�

�

●本　　　社�

●設　　　立�

●資　本　金�

●従 業 員 数 �

�

●ホームページ�

日本電気株式会社�

 NEC  Corporation�

東京都港区芝五丁目７番１号�

１８９９年７月１７日�

２，３２９億円�

１５５，２０６名（連結）�

３６，４３２名（単独）�

http : //www.nec.co.jp

上記のホームページ内に株主・投資家のみなさま向け�
のIRホームページを設けております。最新の会社業績�
をはじめとするさまざまな情報をご案内しております�
ので、ご利用ください。�
IRホームページ  http ://www.nec.co.jp / ir

●会社が発行する株式の総数�

●発行済株式の総数�

●株　主　数�

●大　株　主（上位10名）�

■株式の状況�
3,200,000,000株�
1,632,244,858株�

115,887名�

■株価の推移�

●所有者別状況�

金融機関 �
787,060,269株�
（48.22％）�
431名�

証券会社�
11,127,651株�
（0.68％）�
79名�

その他の法人�
118,598,077株�
（7.26％）�
1,879名�

外国人�
479,661,442株�
（29.39％）�
1,016名�
�

個人その他 �
235,797,419株�
（14.45％）�
112,482名�

株　主　名�

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニー�

住 友 生 命 保 険 （相） �

住 友 信 託 銀 行（株）信 託 口 �

日 本 生 命 保 険 （相）�

（株） 住 友 銀 行 �

三 菱 信 託 銀 行（株）信 託 口 �

ザ　チェース　マンハッタン　バンク　エヌエイ　ロンドン�

住 友 海 上 火 災 保 険（株）�

ザ・チェース・マンハッタン・バンク・エヌエイ・ロンドン�
エ ス・エ ル・オ ム ニ バ ス・ア カ ウ ント�

第 一 生 命 保 険 （相）�

�

�

所有株式数�
        （千株）�

74,109�

67,900�

64,020�

54,668�

46,164�

41,319�

40,307�

40,182�

35,214�

30,712

持株比率�
       （％）�

4.54�

4.16�

3.92�

3.35�

2.83�

2.53�

2.47�

2.46�

2.16�

1.88

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

3,00030,000

3,50035,000

平成10年度� 平成11年度�

NEC株価（高値／安値）�
日経平均株価�

（円）�（円）� 平成12年度�

　本事業報告書に記載されている計画、戦略および業績見通しは、将来の予測であって、リスクや不確定要素を含んでおります。�
　実際の業績は、さまざまな要素により、これらと大きく異なる結果となる場合があります。�
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●連結セグメント別売上高� ●連結セグメント別営業利益�

益となったため、前年同期の７９億円の営業損失
から大幅に改善しました。またNECソフト（株）の
株式上場益などを計上する一方、事業構造改革費
用などを計上し、中間純利益は２０５億円となりま
した。�
　セグメント別の業績では、NECソリューション
ズの売上高は１兆６０億円（前年同期比３％減少）
となりました。これは主に、昨年度において北米
市場における個人向けパソコン事業から撤退した
ため海外市場向けのパソコン売上が減少したこと
や、サーバの低価格化が進んだことによるもので
す。営業利益は、ソフトウェア・サービス、パソ
コン事業の採算性向上などにより２９７億円（前年
同期比１１８％増加）となりました。�
　NECネットワークスの売上高は７，７８４億円（前
年同期比９％増加）、営業利益は２１２億円（前年同
期比４８％増加）となりました。ＮＴＴドコモ向け�
ｉモード携帯電話機を中心に国内市場向け携帯電�

携を進めました。本年10月までに合意した主なも
のとしては、サーバ分野では米国インテル社やヒ
ューレット・パッカード社との提携、また、今後
需要拡大が見込まれる光通信分野では、米国の�
光通信システム用デバイス開発会社との協業、
（株）日立製作所との光基幹通信システムに関する
共同開発の合意などが挙げられます。�
�
連結決算概況�
　連結売上高は２兆４，７８２億円（前年同期比９％
増加）となりました。国内市場向けの携帯電話機
やパソコンが好調に推移しました。またＤＲＡＭ
価格の上昇や、携帯電話機、デジタル家電などの
需要伸長を受け、半導体売上が大幅に増加しまし
た。�
　損益面では、７４６億円の営業利益となりました。
ＮＥＣエレクトロンデバイスの好業績に加え、ＮＥＣ
ソリューションズおよびＮＥＣネットワークスも増�

■ＮＥＣソリューションズ�

10,375 10,060

7,112
7,784

5,362
6,483

平成�
　11年度　12年度�
　上半期　上半期�

�
　11年度　12年度�
　上半期　上半期�

�
　11年度　12年度�
　上半期　上半期�

■ＮＥＣネットワークス� ■ＮＥＣエレクトロン�
　デバイス�

■ＮＥＣソリューションズ�

136

297

144

212

36

600

平成�
　11年度　12年度�
　上半期　上半期�

（億円）�（億円）�

�
　11年度　12年度�
　上半期　上半期�

�
　11年度　12年度�
　上半期　上半期�

■ＮＥＣネットワークス� ■ＮＥＣエレクトロン�
　デバイス�
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■損益計算書� （単位　百万円）�

1,865,591�

1,822,599�

1,369,236�

453,363�

42,991�

33,617�

26,202�

7,415�

42,905�

14,475�

28,429�

33,704�

30,126�

10,490�

19,636�

ー�

53,113�

51,505�

1,608�

ー�

10,717�

2,000�

2,600�

6,117�

10,167�

16,285

1,747,745�

1,742,988�

1,298,817�

444,170�

4,757�

17,423�

14,245�

3,177�

41,489�

17,979�

23,509�

△19,308�

25,339�

17,445�

ー�

7,894�

3,982�

ー�

ー�

3,982�

2,048�

2,500�

△　1,700�

1,248�

11,840�

13,089

平成１１年度上半期�
（平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日）�

平成１２年度上半期�
（平成１２年４月１日～平成１２年９月３０日）�

（注）１株あたり中間純利益　　３円７５銭（平成１２年度上半期）　７７銭（平成１１年度上半期）�
�

科　　　　　　目�

売 上 高 �

売 上 品 総 原 価 �

売 上 原 価 �

販売費および一般管理費�

営 業 利 益  �

営 業 外 収 益 �

受取利息・配当金�

その他の営業外収益�

営 業 外 費 用 �

支 払 利 息  �

その他の営業外費用�

経 常 損 益 �

特 別 利 益 �

有 価 証 券 売 却 益 �

関係会社株式売却益

有価証券評価損失戻入額

特 別 損 失 �

関係会社株式等評価損失�

返 納 金 �

関係会社株式売却損失

税 引 前 中 間 純 利 益  �

法人税、住民税および事業税�

法 人 税 等 調 整 額 �

中 間 純 利 益 �

前 期 繰 越 利 益 �

中 間 未 処 分 利 益  

�
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信システム・端末などに注力します。�
　NECエレクトロンデバイスは、パソコン向け半
導体に加え、ブロードバンド・インターネット、モ
バイル・インターネット領域向けのデバイス・ソ
リューション力を強化します。�
　また、全社的には、グローバル・リーダーを狙
える事業を育成するためにＭ＆Ａ（企業買収）を視
野に入れた戦略的事業投資も大幅に拡大していく
方針です。�
　さらに、コーポレート・ガバナンス（企業統治）
の強化施策として、経営の透明性・健全性確保の
ために、社外取締役の増員などにより取締役会を
順次よりバランスのとれた構成にしていきたいと
考えておりますが、当面の措置としてトップマネ
ジメントに対する助言を行う経営諮問委員会を新
設する方針です。また取締役、執行役員の報酬の
妥当性を審議する報酬委員会も新設する方針です。�
　ＮＥＣでは、これらの施策を実行することにより、
年平均１０％の売上成長を確保し、平成１４年度に
おいて、株主資本利益率（ＲＯＥ）１５％、負債／
株主資本比率１．２倍という経営目標を達成すべく、
経営努力を続けてまいります。�
　ＮＥＣは本年７月、創立１０１周年を迎えました。
創業第二世紀を迎えた今、ＮＥＣはブロードバンド
＆モバイル・インターネット分野へ経営資源を集
中することにより、国際的に競争力のあるグロー
バル・エクセレント・カンパニーを目指し努力し
てまいります。株主のみなさまには、引き続きご
支援のほどよろしくお願いいたします。�

話機の売上が大幅に増加するとともに、インター
ネット関連需要の拡大を受け国内通信事業者向け
通信システムが好調に推移しました。�
　NECエレクトロンデバイスの売上高は６，４８３
億円（前年同期比２１％増加）となり、営業利益も
６００億円と前年同期の３６億円から大幅に改善し
ました。メモリの売上が価格上昇により増加する
とともに、パソコン、携帯電話機、デジタル家電
などに対する需要を背景にシステムＬＳＩや個別半
導体の売上が好調に推移しました。�
　なお、当上半期の配当金につきましては、前年
同期の３円から２．５円増配し、1株あたり５．５円と
いたしました。�
�
企業価値最大化を目指した成長戦略�
　今後、世界ではネットワーク（通信網）の高速・大
容量化（ブロードバンド化）とともに移動通信の普
及・発展（モバイル化）が急速に進展するものと予
想されます。NECは、このブロードバンド化とモ
バイル化という大きな潮流を捉え、グローバル・リ
ーダーを狙える事業に全社の経営資源を集中する
こととしました。各社内カンパニーが注力してい
く事業分野は次のとおりです。�
　まずNECソリューションズは、国内トップクラ
スのインターネット・サービス事業BIGLOBEと
の連携による日本型ＥＣ（電子商取引）の実現や、
ＵＮＩＸコンピュータなどのオープン・システムによ
る大規模基幹業務向けシステム構築力を活かした�
システム・インテグレーション事業を推進します。�
　NECネットワークスは、ブロードバンド化の進
展により高成長が期待されるＤＷＤＭ（光波長多重
通信装置）などの光通信システムと、次世代移動通�
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